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〔3〕複占
次に，より現実的な市場形態である複占の場合について考える。寡占市場の場合，そし
てその特別なケースとしての複占が独占や独占的競争と異なるのは，パートナ＿企業との
依存関係が決定的に重要であり，パートナー企業の行動をどのように推測するかが重要な
役割を果すということである。この点でク＿ルノー複占，ベルトラン複占，シュタッケル
ベルグ複占など，いくつかのアプローチがあることは周知の通りである。
複占モデルで貿易と貿易政策を考える場合にも，さまざまなモデルを想定することがで
き， すでに Branderand Spencer (1985), Dixit (1984), Eaton and Grossman 
(1986)を始め，多くのペーパーが発表されている。ここでは複占モデルの特徴である戦
略的な側面に焦点を当てるために，次の3つのケースを考える。すなわち， 自国と外国に
同一財を生産する自国企業と外国企業があるときに
(1) 両企業が自国市場で競争する場合
(2) 両企業が第3国市場で競争する場合
(3) 両企業が両市場に互いに輸出し合う場合
である。
この中， (1)は自国にとって戦略的輸入政策を考えることになり， (2)は自国にとって戦略
的輸出政策を考えることになる。また(3)は，同一財の産業内貿易を考えることになる。勿
論， (1)(2)については自国を外国に変えれば，外国にとっての戦略的貿易政策を考えること
になる。
(1) 自国市場での複占競争ー戦略的輸入政策
市場支配力を持ち，同一財を生産する自国企業と外国企業が自国市場で互いに競争する
＊市川国際奨学財団より研究費の助成を得ました。謝意を表します。
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モデルを考える。ここでは2つの問題を考える。第1に，自国政府が行う関税政策や生産
補助金が，両企業の生産量や利潤に与える効果を明らかにする。第2に，不完全競争市場
のもとでは関税が経済厚生を高め得ることを一般的な形で考え，ここでの複占競争の場合
にも，関税政策が正当化されることを明らかにする。なお，以下ではクールノー形の複占
モデルを想定する。
いま，“と yでそれぞれ自国企業と外国企業の自国市場での販売量とし， p(x十y)を
（逆）需要関数とする。 Cとびを自国企業と外国企業の一定の限界費用とする。貿易
政策を行うのは自国政府であるとし（外国政府が行う場合も同様に扱える）， 政策手段は
輸入関税 (specific)と自国企業への生産補助金とする。自国企業と外国企業の利潤を I,
11*とすれば
JI(x, y:s)=砂＠十y)-(c-s)x-F
II*(x, y:t)=YP(x+y)-(c*+t)y-F* 
(1) 
(2) 
となる。ただし， tは従量関税， Sは単位当たり補助金， F,序は固定費用である。 (1)(2)
から，一階の条件として
an; 紐=II,,=P十砂'+s-c=MR(x,x)+s-c=A(x, y; s)=O ・ (3) 
8II*/8y=II* ,=P+YP'-t-c*=MR*(x, y)-t-c*=A*(ふ y;t)=O (4) 
を得る。ただし， MR(ふy)=P+がで自国企業の限界収入， MR*(x,y) =P+YP'. で外
国企業の限界収入である。さらに
JI,,,,=A,,=2P'+ゆ"-c'<o,I ,,,=A,=P'+砂"<O
II* ,,=A* ,=2P'+YP"-c*'<O, II* ,,,=A*,,=P'+yP"<O 
A,,<A,, A,*<A,,* 
(5) 
(6) 
(7) 
を仮定する。 (3)(4)から両企業の反応関数を得るが，その傾斜は(3)(4)を全微分することによ
って得られる。そして(3)(5)より
叫 ＝一五<o孟 A=O Ay '{8) 
また(4)(6)より
年＝一A*"<o (9) 
必 A*=O 万す
を得る。両国の反応関数の交点はクールノー均衡点を与えるが，その安定条件は
平 A,] = I I,.,. I,., I >o UOl 
A*,. A*, I*,. II*,, 
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図1
で与えられる。これは(5X6l(7lの仮定から成立する。 d>Oは，図1のように，横軸に自国
企業の生産量ふ縦軸に外国企業の生産量ツをとった場合，自国の反応関数 :x(y)の傾
斜が，外国の反応関数 y(:x)のそれより大きいことを意味する。反応関数の交点 Eに対
応する初期の両企業の販売量，ぇ，9が決まる。また Eに対応する両企業の等利潤曲線
I。,II。＊が，図1のように描けることもいうまでもない。
次に，このモデルで自国政府が行う関税政策と生産補助金政策の効果を考える。まず，
自国政府が外国企業からの輸入に，単位当たり tの関税を課すとする。関税 tが課され
ると，外国企業の限界費用が tだけ上昇するので，自国企業の販売量“に対して外国の
販売量が低下する。したがって外国企業の反応関数はy,(:x)のように下方にシフトするの
で，均衡点は Eから E'にシフトする。その結果外国の輸出量は9カだけ低下し，自国
の販売量はえ功だけ増加する。図1のように，もし :x(y)の傾斜の絶対値が1より大き
ければ，自国企業の販売量の増加は外国企業の販売量が減少よりも少なく，自国市場での
全体の販売量は以前よりも低下し，その価格は上昇する。自国企業にとっては，価格と販
売量が増加するので，利潤は I。から I1に必らず高まる。他方外国企業の利潤は E'点
を通る等利潤曲線に低下する。なお，図1で自国政府の関税が y(:x)を下方に下げる理由
について，次のように考えればよい。 (4)で一定の令に対して tがプラスになるので，
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M応 (x,y)も増加しなければならないが， そのためには一定の“に対して yが低下し
なければならない。したがって yが減少するのである。
他方， 自国政府が自国企業に対して生産補助金 S を与えるとする。それは自国企業の
限界費用を引下げ，その結果，自国の反応曲線を図1のように右側にシフトさせる。 x(y)
が x,(y)のように右側にシフトするのは，次のように考えればよい。 (3)で一定の Cに対
して S がプラスになるので， (3)が成立するためには， 特定の yに対して MR(ふ y)が
低下しなければならないのであるが， そのためには“が増加しなければならないからで
ある。均衡点は Eから E"にシフトし，自国企業の生産量は増え，外国企業の生産量は
減少する。図1では， 関税下の均衡点 E'と生産補助金下の均衡点 E"が同一の利潤線
I1を通るように作図している。自国にとって同一の I1のもとで，自国の生産量は関税
より生産補助金の方が大きい。したがって，このような場合に自国企業の生産量を拡大す
るという目的からみれば，輸入関税より生産補助金の方が優れている。
次に，自国市場が不完全競争的な場合における関税の厚生効果を考えよう。そのため
に，不完全競争市場のもとでは関税が経済厚生を高めることを一般的な形で考え，ここで
の複占競争の場合も，関税政策が正当化されることを明らかにする。最初に，より一般的
な2財モデルで，自国市場が不完全競争的な場合における自国の実質所得の変化を表わす
式を， Caves-Frankel-Jones(1993)によって示し，次に，自国市場が不完全競争的な場
合には，関税が実質所得を高めるのに有効であることを示すことにする。それによって，
関税政策が戦略的に用いられる可能性があることを明らかにしたい。
周知のように，完全競争のもとで貿易を行っている国（自国）の実質所得の変化を du
とすれば，
du=-MdP*+(P-P*)dM+(年 +P年） (1) 
で与えられる。ただし， M は自国の輸入量， P*は輸入財の世界価格比率（交易条件）
で， dp*はその変化， Pは輸入財の自国における価格比率である。したがって (P-P*)
＝輸入関税率 tである。 dMは Mの変化， dxcは自国の輸出可能財の生産量の変化，
dxFは自国の輸入可能財の生産量の変化である。もし自国市場が完全競争的であれば，
(dxc+Pdヶ）=Oとなる。
次に自国市場が不完全競争的な場合の自国の実質所得の変化を考える。いま C を輸入
可能財の生産における限界費用の輸出可能財生産における限界費用に対する比率とすれ
ば， それは一血c/dヶに等しいので， これから dxc=-c・dxFとなる。これをUlに代
入すれば
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du= -Mdp*+ (P-P*)dM+ (p-c)dxF 
となる。
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(12) 
ところで， もし自国市場が不完全競争的であればJ (12)の (p-c)>Oである。 したがっ
て， 自国市場が完全競争的である場合に， du=Oにする関税率が初期に課されている状態
から出発して，輸入財に対する関税を引上げることによって dxp>Oの状態に移行すれ
ば， du>oとなるのである。
(12)をここでのモデルにそくして表現すれば
du=―ydp*+ (P-P*)dy+ (P-c)dx U罰
である。 yは外国企業からの輸入量，エは自国企業の販売量であり， P-P*は輸入関税で
ある。もし関税率が微少なものであれば
du=―ydp*+(p-c)dズ 閥
となる。 dP*=Oでも，自国市場が不完全競争のために P>cであれば，自国企業の生産
を促進する関税政策は，自国の経済厚生を高めるのである。
(2) 第3国市場での複占競争ー戦略的輸出政策
Brander and Spencer (1985)は，第3国市場で自国企業と外国企業が競争する場合，
自国政府の輸出補助金が自国企業に，スタッケルベルグ・リーダーの地位を与えることを
示した。もしそうであれば，自国政府は輸出補助金を行うインセンティブを持つであろう。
外国でも自国と同様なモデルを仮定すれば，外国政府が外国企業に対して行う輸出補助金
についても同様なことが言えるので，ここでは自国政府が行う輸出補助金について考える。
“と yで第3国市場への自国企業と外国企業の同一財の輸出量とし， P(x+y)を第3
国市場の（逆）需要関数， S を自国企業に対する自国政府の輸出補助金とする。外国政府
は輸出補助を行わないものとする。自国企業と外国企業の利潤は固定費用を考えなければ
II(x, y; s)=xP(x+y)-(c-s)x US) 
II*(x, y)=yP(x+y)+c*y 06) 
となり，これから
A(x, y; s)=llふ， y;s)=P+xP'+s-c=O 
A*(ふ y)=ll*y(x,Y)=P+YP'-c*=O 
を得る。 U7lUBlより
A占 +Aydy+A,ds=O
A,,*心十Ay*dy=O
U'I) 
UBl 
U9) 
(20) 
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を得る。國0)(5X6lUOlより
-A, A, -1 A, 
dx ¥。 A,*¥= ¥ 0 A*, I -A,* 
古= ,:f ,:f =-----r>o 
A, -A. A, ―1 
dy 
孟＝
い。II心。IA,,* 
A =』 =--y-<o
(21) 
(2) 
を得る。 (2"(2)より自国政府の輸出補助金は第3国市場への自国企業の輸出量を増やし，外
国企業の輸出量を減らすことになる。またU5lU6lより自国政府の輸出補助金によって，両企
業の利潤は
dll dx 
ー =II,,―+II + dy 8IJ A,,* A,,* ――=II ds ds 1 ds as 1丁 ＋か＝砂'—+x>o4 
dll* 必 dy_ A,* ー=II,,*—+II,*—--YP'―<ods ds ds 4 
??
のように変化する。つまり自国政府の輸出補助金は自国企業の利澗を高め，外国企業の利
潤を引下げるのであり，自国企業にスタッケルベルグ・リーダーの地位を与えるのであ
る。
また，自国政府の自国企業への輸出補助金は，自国の経済厚生を高め，外国のそれを低
下させるのである。自国の経済厚生は自国企業の利洞から補助金のコストを引いたもので
あり，外国のそれは外国企業の利潤であるから，自国の経済厚生を W(s),W*(s)とす
れば
W(s)=D(x(s), y(s), s)→S 
W*(s)=D*(x(s), y(s)) 
である。これより dW/ds=Oにする sは
dW 血 dy an dx A,,* A,* ― =D,, ―+D —+―-x-s一＝砂'—+s—=Ods ds'ds 8s ds .d .d 
より
??
切）
砂'A,*
S=-
A,* >o (28) 
として，最適牛産補助金が得られる。したがって，生産補助金をゼロから一幼'A,,*/Ay*
まで高めることによって，自国は経済厚生を高めることができる。他方.(26)から
誓=II,.*翌+II,舟＝一yp午<o (29) 
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を得る。したがって，外国の経済厚生は低下する。
(3) 産業内貿易ー市場区分と価格差別による同一財の相互貿易
461 
同一産業の財で， どちらの国も比較優位上の差がない財が相互に輸出入される産業内貿
易が，世界貿易の中心を占めている。この産業内貿易を説明するアプローチには，現在大
きく 2つのアプローチがある。 1つは製品差別化と規模の経済を想定する独占的競争モデ
ルがあり， Helpman (1981), Krugman (1979)などによって展開された。今1つは市
場区分と価格差別による全く同一財の相互貿易であり， Brander(1981), Brander and 
Krugman (1983)などによって精緻化された。前者の独占的競争モデルについては別の
機会に扱うので，ここでは市場が区分された場合，複占企業による同一財の相互貿易が行
われることを明らかにする。
自国市場と外国市場があり，両者は区分されているとする。また自国企業と外国企業が
あり，両企業は同一財を生産し互いに両市場に輸出し合うとする。その限界費用は一定と
する。“とだで自国企業の自国市場と外国市場での販売量， yとy*で外国企業の自国市
場と外国市場での販売量とし，自国市場と外国市場での価格を P,P*, 限界費用を C,c*, 
固定費用をF,F*とする。自国企業と外国企業の利潤をI,II*とすれば
II=xP(x+y)+炉P*(が十y*)-c(x+x*)-F
=[xp(x+y)一ば]+[x*P*(x*+y*)-cx*]-F
II*=YP(x+y)+y*P*(が十y*)-c*(y+y*)-F*
=[yp(x+y)一c"'y]+[Y*P*(x*+y*)一c"'y*]-F*
(30) 
~1) 
となる。潤邸から知られるように，両市場が区分されているので，両企業は各市場につい
て可変的利潤（売上高一可変費用）を最大化することによって，全体の利潤を最大化する
ことができる。例えば自国市場については，自国企業と外国企業が互いに相手企業の販売
量を一定として利潤を最大化するのである。外国市場についても同様である。したがって
ここでは自国市場における両企業の販売量と利潤を考える。
図2は，自国市場における両企業の反応関数を示したものである。均衡点 Eが安定的
であるためには， 自国の反応関数以y)の傾斜が外国の反応関数y(x)Iのそれより急であ
る必要があるが，ここでもそのように仮定する。自国企業と外国企業の自国市場での販売
量は，ぇ， 9である。同様なことは，外国市場についても言えるのであり， したがって同
ー財の相互貿易が行われるのである。
諏 l)から一階の条件として，次を得る。
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y 
工s(Y)
? Y<エ） X 
図2
an 
ax =P十砂'-c=O
8JI* ＝ 8y P+YP'-c*=O 。I
＝ 紐＊ P*+炉P*'-c=O
8II* 
8炉=P*+Y*P*'-c*=O 
(32)(3)関閲で，もし c=c*であれば
X=y 
が＝炉
????
閲
を得る。つまりもし両企業の限界費用が等しければ，両企業が自国市場で販売する量は等
しく，外国市場でも同一量を販売する。つまり，共に％ずつ販売するのである。 c=c"'で
あるから．両国で生産費に差がないにもかかわらず，このように同一財の相互貿易が行わ
れるのである。
他方， m2l3lから
P'(x―y)=c-c* (37) 
を得るので，仮に c<c*であればP'<Oであるので， x>yとなる。つまり限界費用の
高い企業の販売量が低下するのである。
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また(32)から
p-c=一砂' (38) 
である。 P'<oであるから，ー砂'>oであり，したがってP>cである。つまり財価格は
限界費用より大きいのである。このことは閲閲関についても言える。したがって同一財の
相互貿易は利潤をもたらすことになり，同一財の相互貿易が行われることになる。
このモデルで自国政府が自国企業に生産補助金を与えれば，自国企業の限界費用がそれ
だけ低下するので， 自国市場と外国市場における自国企業の販売量を高め，両市場におけ
る自国企業の利潤を高めることになる。自国企業に対する生産補助金によって，自国市場
における自国企業の反応曲線は右側にシフトする。 x.(y)までシフトすれば， 自国企業に
スクッケルベルグ・リーダーとしての均衡点を与え，"• の生産量と Ilsの利潤を実現さ
せる。同様なことは，外国市場についても言えるのであり，その場合には両軸をそれぞれ
が， y*にすればよい。
(4)結び
以上3つのケースについて示したように， 両国に市場支配力が存在する複占モデルで
は，自国企業に優利な状況を作り出すことが可能であり，戦略的貿易政策が行われる可能
性が存在する。つまり市場が不完全な場合，自国政府は自国企業に有利な状況を作り出す
ことができるのである。これは日本政府が行ってきた政策として，いま内外で関心を集め
ている。ただ注意すべきことは，そのような結論は，複占企業の行動をどのように想定す
るかに決定的に依存するということである。ここではクールノー複占を想定しているが，
もしベルトラン複占を考えれば，別の結論が得られる。たの点については，すでに Eaton
and Grossman (1986)の分析がある。
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